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はじめに 

 

藤沢市は、現在の経済情勢下における藤沢市域の景気動向を把握し、行政による産業施策等

の推進ならびに企業の経営および事業展開に資することを目的に、１９９２年１２月より継続

的に「藤沢市景気動向調査」（公益財団法人湘南産業振興財団が受託）を実施しています。 

本調査では、市内で工業・商業・建設業・サービス業の事業活動を行っている３５０社を対

象に行った調査データをもとに、藤沢市域の業況判断をはじめ、経営状況や今後の見通しなど

を分析・報告します。 

本報告書は２０１７年９月期調査の結果をとりまとめたものです。貴社事業の参考資料として、

ご活用いただければ幸いです。 
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本報告書を読むにあたって 

 

本報告書で使用している主な用語やマークの意味は、以下の通りである。 

 

○ Ｄ．Ｉ．（ディフュージョン・インデックス） 

D.I.は、アンケート調査で現在の
．．．

水準に対する評価
．．．．．．．．

をたずねる３択（例えば、業況の「よい」 

「普通」「悪い」など）による設問の回答結果から、次のように算出される。 

◆D.I.＝「よい」と回答した企業の構成比(％)－「悪い」と回答した企業の構成比(％) 

この値は、設問項目に関して回答企業全体における現在の水準に対する評価の判断を総体として

示した指標（単位：％ポイント）である。プラスの場合はプラス幅が大きいほど「よい」の判断が優勢

であり、マイナスの場合はマイナス幅が大きいほど「悪い」の判断が優勢であることを示す。 

 

○ Ｂ．Ｓ．Ｉ．（ビジネス・サーベイ・インデックス） 

B.S.I.は、アンケート調査で過去の一時点と比べた現在の変化の方向
．．．．．．．．

をたずねる３択（例えば、

売上高の「増加」「不変」「減少」など）による設問の回答結果から、次のように算出される。 

◆B.S.I.＝「増加」と回答した企業の構成比(％)－「減少」と回答した企業の構成比(％) 

この値は、設問項目に関して現在の変化の方向に対する回答企業全体における変化の方向の判断

を総体として示した指標（単位：％ポイント）であり、プラスの場合はプラス幅が大きいほど「増加」

の判断が優勢であり、マイナスの場合はマイナス幅が大きいほど「減少」の判断が優勢であること

を示す。 

 

○ 有効求人倍率 

有効求人倍率は、公共職業安定所（ハローワーク）に登録されている当該月の月間有効求人数*1

を月間有効求職者数*2で割った値（単位：倍）で、新卒を除いた労働需給の状況を反映する。この値

は、労働市場が好転すると上昇し、悪化すると低下する。 

＊1:月間有効求人数＝前月から繰り越した求人数に当月新たに発生した求人数を合計したもの。 

＊2:月間有効求職者数＝前月から繰り越した求職者数に当月新たに発生した求職者数を合計したもの。 

 

○ 業況マーク 

 

 

＊本報告書内の構成比は、四捨五入の関係で合計が100にならない場合がある。

業況 よ い ややよい やや悪い 悪 い 

マーク 
   

  

D.I. (51～100) (0～50) (▲1～▲50) (▲51～▲100) 
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Ⅰ．今期の概況 

 

 

今期の国内景気は、輸出がいったん弱含んだも

のの、個人消費や設備投資などの民間需要が底堅

く推移し、公共投資も増加したことから、総じて

みれば回復の動きが強まった。 

家計部門では、個人消費に回復の動きがみられ

た。４～６月期の個人消費は雇用所得情勢が緩や

かに改善するなかで、乗用車や家庭用電気製品と

いった耐久財消費などが堅調に推移した。ただし、

夏場には天候不順の影響でレジャー関連の消費

が弱い動きになった模様である。一方、住宅投資

は住宅ローン金利の低位での推移や相続税の節

税を目的とした貸家建設などが支えとなり、堅調

に推移した。 

企業部門では、東南アジア向けの情報関連財の

輸出の増加が一服したことから、４～６月期の輸

出が減少した。もっとも、世界的な半導体需要の

拡大などを背景に輸出の増加基調は続いている

模様である。一方、設備投資は４～６月期に増勢

が強まるなど堅調に推移した。為替円安の効果に

より企業収益が回復していることなどが、企業の

投資マインドを改善させたとみられる。 

政府部門では、２０１６年度補正予算に盛り込

まれた公共事業の執行により４～６月期の公共

投資が拡大するなど、公共投資の増勢が強まった。 

２０１７年度下期の国内景気は緩やかな成長

が続くと予想される。個人消費は雇用所得情勢の

改善などに支えられて持ち直し傾向で推移する

と見込まれる。一方、輸出は海外景気の回復や世

界的な半導体需要の拡大などを受けて増加基調

を維持するとみられる。設備投資については、企

業業績の改善に加えて、省力化投資ニーズの高ま

りなどにより持ち直しの動きが続くと予想され

る。また、公共投資も２０１６年度補正予算の執

行により高水準で推移すると見込まれる。 

 

 

今期の神奈川県内景気は、輸出や個人消費に持

ち直しの動きがみられ、設備投資や公共投資も高

水準で推移したことから、回復傾向をたどった。 

家計部門では、株高の効果などで消費マインド

が改善し、個人消費が耐久財消費に加えて教養娯

楽関連の支出増などにより、春先から初夏にかけ

て堅調に推移した。ただし、夏場には天候不順の

影響で夏物関連商品やレジャー関連の消費が落

ち込んだ模様である。一方、住宅投資は相続税対

策による建設需要で貸家が高水準で推移したほ

か、分譲住宅やマンションの建設にも持ち直しの

動きがみられた。 

企業部門では、春先の輸出がやや弱含んだもの

の、総じてみれば持ち直し傾向で推移した。対米

輸出が減少基調で推移したものの、中国や東南ア

ジア向けの輸出が増加傾向になった。一方、設備

投資は企業業績の改善などを背景に増加基調で

推移した。製造業では人手不足に対応するための

省力化・効率化投資、非製造業では物流施設の建

設投資ニーズなどが旺盛な模様である。 

政府部門では、高速道路や鉄道などインフラへ

の投資を中心に公共投資が高い水準で推移した。 

２０１７年度下期については、県内景気は緩や

かに持ち直すと予想される。企業業績の改善を背

景とした雇用所得情勢の緩やかな改善が支えと

なり、個人消費は底堅く推移すると見込まれる。

一方、輸出は半導体製造装置などの設備投資ニー

ズが世界的に増加するなかで、工作機械の輸出な

どが堅調に推移するとみられる。設備投資につい

ては、企業の業績が改善し投資意欲が高まるなか

で、県内で進む再開発投資の押し上げなどもあり

増加傾向で推移すると予想される。公共投資もイ

ンフラ投資などを中心に高水準で推移すると見

込まれる。 

国内の動向 県内の動向 
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こうした状況下、本調査のアンケートおよびヒ

アリング結果を踏まえて、藤沢市域の景気動向を

判断すると、資源国向けの輸出不振や公共投資の

減少などにより、景気はやや下向いた模様である。 

企業の景況感について製造業・非製造業別にみ

ると、製造業では景況感が概ね横ばいとなった。

国内外の設備投資需要の増加などが企業の景況

感を改善させた一方で、資源価格の低迷による資

源国向け輸出の不振などが企業の景況感を押し

下げた模様である。一方、非製造業の景況感は小

幅に悪化した。公共投資の減少や人手不足などが

景況感を押し下げた模様である。 

本調査における業況判断D.I.の動きをみると、

全産業では、２０１７年９月末時点で▲２６％ポ

イントとなり、前回調査（２０１７年３月末時点）

に比べて２％ポイント「悪い」超幅が拡大した（図

－１）。製造業・非製造業別にみると、製造業は

９月調査時点で▲１４％ポイントとなり、前回調

査比横ばいとなった（図－２）。業種別にみると、

一般機械が「悪い」超から「良い」超に転じ、パ

ルプ・紙・印刷や化学・プラスチックなどの「悪

い」超幅が縮小したものの、食料品が０から「悪

い」超になり、輸送機械の「良い」超幅が縮小し、

金属製品の「悪い」超幅が拡大した。非製造業は

９月末時点で▲３７％ポイントとなり、前回調査

から「悪い」超幅が３％ポイント拡大した（図－

３）。不動産業が「悪い」超から「良い」超に転

じ、小売業と卸売業の「悪い」超幅が縮小したも

のの、サービス業や建設業などの「悪い」超幅が

拡大した。 

ここで、全国および神奈川における企業の業況

判断D.I.（日本銀行「企業短期経済観測調査（短

観、２０１７年９月調査）」）をみると、全産業

は全国が１５％ポイント、神奈川が１４％ポイン

トになった（図－１）。２０１７年３月調査と比

較すると、全国は「良い」超幅が５％ポイント拡 

 

 

 

大し、神奈川は「良い」超幅が１％ポイント拡大

した。製造業・非製造業別にみると、製造業は全

国が１５％ポイント、神奈川が１８％ポイントと

なった（図－２）。３月調査と比較すると、全国

は７％ポイントの上昇、神奈川は４％ポイントの

上昇となった。非製造業については、全国が  

１４％ポイント、神奈川が１３％ポイントになっ

た（図－３）。３月調査と比較すると、全国は３％

ポイント上昇、神奈川は１％ポイント上昇した。 

市域企業の２０１８年３月までの業況の予想

をみると、全産業のD.I.は▲２０％ポイントと、

９月調査時点と比較して「悪い」超幅が６％ポイ

ント縮小する見込みである（図－１）。製造業・

非製造業別にみると、製造業は▲１２％ポイント

と、９月調査時点と比較して「悪い」超幅が２％

ポイント縮小する見通しである（図－２）。業種

別にみると、金属製品の「悪い」超幅が拡大し、

パルプ・紙・印刷と化学・プラスチックが横ばい

となるものの、食料品と電気機械の「悪い」超幅

が縮小し、一般機械と輸送機械の「良い」超幅が

拡大する見込みである。非製造業については  

▲２７％ポイントと「悪い」超幅が１０％ポイン

ト縮小する見通しである（図－３）。業種別にみ

ると、運輸業が横ばいとなるものの、建設業や卸

売業などの「悪い」超幅が縮小し、不動産業の「良

い」超幅が拡大する見込みである。 

 

 

 

藤沢市域の動向 
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（注１）上記の図１～３における全国および神奈川の値は日本銀行「企業短期経済観測調査」（短観）による。 

（注２）短観は調査対象先企業の見直しにより２０１４年９月以前と２０１４年１２月以降の結果が不連続である。 

（注３）図１～３における２０１７年１２月および２０１８年３月のデータは企業による予想である。 

 （図－１） 業況判断 ≪全産業≫ 

（D.I.，業況が「良い」マイナス「悪い」，％ポイント） 

 

 （図－２） 業況判断 ≪製造業≫ 

（D.I.，業況が「良い」マイナス「悪い」，％ポイント） 

 

 （図－３） 業況判断 ≪非製造業≫ 

（D.I.，業況が「良い」マイナス「悪い」，％ポイント） 
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Ⅱ．主要企業の動向 
＜＜製 造 業＞＞ 

 

県内電気機械工業の今期の生産活動は減少の

ち増加に転じた。県内における電気機械（旧分類）

の生産指数（季調済）の推移をみると、４～６月

期は前期比－１．４％、続く７～８月期は同  

＋３．７％となった。 

市域に生産拠点を置く電気機械メーカーの主

力生産品目の動向をみると、ビル向けの制御機器

関連の受注は好調に推移した。都心部の再開発事

業などで複数の大型ビルの建設が進んでいるこ

とに加え、電気代などのコスト削減を目的とした

更新投資需要が堅調であるという。工場向けの制

御機器の受注も増えている。世界的な半導体需要

拡大の効果で電子部品や電機メーカーでは東南

アジアなどの新興国だけでなく、国内でも設備投

資ニーズが強くなっているという。また、インタ

ーネット販売の拡大や人手不足の影響により倉

庫などの物流業界でも自動化投資のニーズが強

くなっているという。 

市域に生産拠点を持つ放送機器関連メーカー

の業況は好転した。２０２０年の東京五輪に向け

て放送局でスタジオ機材を更新する動きが強ま

っており、受注が増えているという。また、放送

局が所有する中継車の代替需要も増えていると

のことである。一方、官庁の防災関連機材は更新

時期の谷間を迎えており需要が弱含んでいると

いう。 

２０１７年度下期については、ビル向けの制御

機器は好調を維持する模様である。また、工場向

けの機器関連も引き続き拡大が予想される。放送

機器関連についても、放送局からの受注が増加し

ており、生産量は拡大していく見通しである。 

 

県内輸送機械工業の今期の生産活動は増加の

ち減少に転じた。県内の輸送機械の生産指数（季

調済）は、４～６月期が前期比＋２．５％、続く

７～８月期は同－２．５％となった。 

市域に生産拠点を置くトラックメーカーの生

産は、海外需要の動きが鈍いものの、国内販売が

順調で、総じてみれば堅調になった。国内販売は、

大型トラックがモデルチェンジによる新型車効

果がやや落ちてきたものの、安定的な更新需要に

より底堅く推移した。また、小型トラックも宅配

業者向けなどを中心に堅調に推移したという。一

方、海外向けは資源価格の安値推移の影響で中近

東などの資源国向け輸出が低迷した。 

市内の輸送機械部品メーカーも、大型トラック

用部品中心に生産が好調で、業況は比較的良いと

いう。ただし、大型トラックの新型車効果が弱ま

ってきているため、今後は生産水準がやや低下す

る可能性があるとの話が聞かれた。 

別の部品メーカーでも業況は比較的良かった

という。トラック用部品が大型中心に好調で、建

機部品も国内外向けともに持ち直した。一方、乗

用車用部品は供給している車種の販売が伸び悩

んだため生産が弱含んだ。ただし、県内乗用車工

場向けに新たに部品を供給する予定があり、今後

は生産が上向く見込みという。 

２０１７年度下期については、国内需要は大型

トラックの需要が新型車効果のはく落によりや

や弱含む可能性があるものの、トラック全体とし

てみれば更新需要の支えなどにより底堅く推移

する見通しである。海外需要については、不透明

感が強く、見通しにくいとの話が聞かれた。 

 

●輸送機械     

 

国内トラック需要が堅調 

●電気機械     

 

工場向け制御機器の需要などが増加 
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県内一般機械工業の今期の生産活動は減少が

続いた。県内における、はん用・生産用・業務用

機械の生産指数（季調済）の推移をみると、   

４～６月期は前期比－６．７％、続く７～８月期

は同－３．２％となった。 

市域に生産拠点を置く一般機械メーカーの主

力生産品目の動向をみると、ポンプの生産は低調

に推移した。住宅やマンション向けの汎用ポンプ

には安定的な需要があるものの、産業用などの特

注ポンプの不振が続いているという。特注ポンプ

は、原油安の影響で資源国向けが低迷しているほ

か、国内向けも公共事業減少の影響で生産水準が

低下しているという。なお、ポンプ事業は他社と

の競合が厳しく、販売価格も低下気味である。 

半導体製造装置の生産は好調に推移した。海外

向けは台湾や米国メーカーからの需要が旺盛で、

国内企業からの引き合いも強いという。世界的な

半導体需要拡大の影響で生産が追いつかない状

況になっており、稼働率の低いポンプ部門から半

導体部門への配置転換や派遣社員の拡大などに

よって増産に対応している。また、市内工場で対

応できない受注は国内他工場で生産していると

いう。 

２０１７年度下期については、ポンプ類の受注

は厳しい状況が続く見通しである。国内では更新

需要が安定的に発生するものの、他社との競合が

引き続き厳しい見込みである。資源国などの需要

も引き続き弱含むだろうとの話も聞かれた。一方、

半導体製造装置の受注は好調に推移する見通し

である。市域の企業では、既にある程度受注を確

保しており、少なくとも１～２年は好調が続くだ

ろうとの話が聞かれた。 

 

 

  

 

 

 

 

県内金属製品工業の今期の生産活動は減少の

ち増加に転じた。県内の金属製品の生産指数（季

調済）は、４～６月期が前期比－１０．９％、続

く７～８月期は同＋１．２％となった。 

市域に生産拠点を置く金属製品メーカーの主

力生産品目の動向をみると、計測機器関連の生産

活動は好調に推移した。米国で販売される乗用車

に搭載されるセンサーが堅調に推移した。また、

新商品である医療・健康関連器具に用いられるセ

ンサーなどの需要も伸びているという。なお、市

域の工場は高付加価値製品の生産や、新製品の研

究開発の拠点としての役割を担っており、研究開

発費も増えているという。圏央道の開通により埼

玉方面などにある外注先とのアクセスが向上し、

移動時間が大幅に短縮されたとの話も聞かれた。 

航空機関連部品の生産は伸び悩んだ。同金属メ

ーカーでは航空機部品の需要増を見込んで生産

能力を増強したものの、工場の稼働率は低下した

という。航空機部品は大型の案件を受注した後、

生産が本格化するまで１～２年の時間が掛かる

ため、なかなか稼働率が上がってこないという。

また、今後の生産に結びつく受注獲得も楽観視は

していない模様である。なお、航空機関連部品の

生産設備や工員を他製品の生産へ振り向けるこ

とは難しいという。 

産業機械部品の生産は安定的に推移した。主力

製品は鉄道関連の部品などであるため、更新需要

が定期的に発生するという。 

２０１７年度下期について、市域の企業からは、

計測機器関連の需要は拡大するものの、主力製品

である航空機部品の生産は伸び悩むことから、全

体としては厳しい業況が続くのではないかとの

声が聞かれた。 

●一般機械   

 

半導体製造装置の受注が好調 

●金属製品   

 

航空機関連部品の受注が伸び悩む 



Ⅱ．主要企業の動向 

 

-6- 

●不動産 

 

概ね横ばいも一部で取引増加 

 

 

 

 

 

 

県内の不動産市場に関して、分譲マンションに

ついてみると、４～６月期の契約戸数は前年同期

比－４．１％、続く７～９月期は同－１９．３％

と減少が続いた。 

市域の不動産関係者によると、市内全体でみる

と不動産取引や地価は概ね横ばいで推移してい

るものの、藤沢駅や辻堂駅の周辺では業務用地の

取引が増えており価格が上昇しているという。駅

至近の不動産を、近隣の賃貸物件に入居している

企業が購入する事例や、拠点の集約目的で事業用

地を新たに購入する事例などがみられたという。

ただし、そうした地域でも不動産の賃料は横ばい

で、土地の収益性が高まっていないため、先行き

地価が上昇していくのは難しいのではないかと

の話が聞かれた。 

居住用不動産については、売買の動きがやや鈍

っている模様である。辻堂駅周辺などのマンショ

ンはファミリー世帯などに人気があるものの、駅

に近い立地の良い新規物件の売り出しが少なく、

販売がやや鈍っている。一戸建住宅についても、

価格上昇の影響などにより、売買の動きが鈍って

いるという。 

賃貸物件では、辻堂駅周辺で業務用物件の引き

合いが強い。若いファミリー世代の居住者が増え

たことで、医療機関や学習塾などに適した物件を

探す動きがみられるという。一方、藤沢駅周辺で

はオフィス関連の物件ニーズが堅調である。ただ

し、飲食関係の物件需要はやや弱含んでいる。 

２０１７年度下期については、市内の不動産取

引は概ね横ばいで推移する見込みである。不動産

関係者からは、藤沢駅や辻堂駅周辺で活発化した

不動産売買の動きが、今後さらに広がっていくの

か、注目しているとの声が聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

県内の全建築物の工事費予定額の推移をみる

と、４～６月期は前年同期比＋２．３％と増加し、

続く７～８月期は同＋３５．２％と大幅に増加し

た。うち、公共工事について、県内の公共工事保

証請負金額をみると、４～６月期は前年同期比 

＋７．４％と増加し、７～９月期も同＋９．４％

と増加した。 

市域の建設業は業況の良い企業と悪い企業で

二極化している。建設関係者によると、市内の公

共工事については、市役所や労働会館の建て替え

などの大型工事が進んでいる一方、中小規模の建

設工事は少なくなっており、受注競争の激化によ

り採算も厳しくなっている。また、土木関連の公

共工事も少なくなっているという。その結果、大

型工事に関わる業者の業況は良い状況が続く一

方、中小規模の事業中心に受注している業者や土

木関連業者では業況が悪化している。 

民間工事については、大手企業の建設投資は比

較的活発となった。大規模な案件は市外の大手建

設業者が受注することが多いものの、小口の案件

は市域の業者も受注しているという。一方、相続

税対策などの目的で増加していた賃貸住戸の建

設はやや弱含んだ。空室率の上昇懸念や家賃保証

問題などにより金融機関の融資が受けにくくな

っているという。なお、建設業界では人手不足感

の強い状況が続いており、労働環境の厳しさから

若い労働者の参入も減っている。働き方改革に関

する議論が進んでいることもあり、業界として労

働環境の改善に対する意識が強まっている。 

２０１７年度下期についても、業況の二極化が

続く見込みである。市内においては五輪関連の建

設需要もしばらく盛り上がってこないだろうと

の話が聞かれた。  

 

＜＜非 製 造 業＞＞ 

●建設   

 

業況の二極化が進む 
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陸運業界の動向をみると、鉄道の輸送客数は夏

場に減少した。市域の鉄道関係者からは、７月ま

での乗降客は前年並みに推移していたものの、８

月には天候不順の影響により海水浴客の利用が

減少したとの話が聞かれた。ただし、外国人利用

者は、旅行出発前に訪問予定を決めていることが

多いため、天候に関わらず利用が多かったという。

国籍別には、台湾など東南アジアからの観光客が

多い。２０１７年度下期については、輸送客数は

前年並みに推移する見込みである。 

タクシーについては、厳しい状況が続いている。

市域のタクシー会社によると、朝の通勤時間帯や

日中の病院送迎などの利用が増えているものの、

夜間の利用は大きく落ち込んだ状況が続いてい

る。また、外国人を含む観光客の利用も少ないと

いう。なお、ドライバーを確保できず車両の稼働

率を上げられないことも経営上の大きな問題に

なっている。継続的にドライバーの募集をしてい

るものの、応募は少なく高齢化が進んでいるとの

話が聞かれた。２０１７年度下期についても、夜

間中心に利用客が減少し、厳しい経営環境が続く

見込みである。 

貨物輸送については、忙しい状況が続いている。

市域の企業によると、製造業関連の荷動きが横ば

いで推移する一方、市内で大型マンションが着工

し、建設関連の荷動きが増えている。また、ドラ

イバー不足が深刻になっており、自社の運送業務

を優先するために、これまで請け負っていた他社

からの業務受託を取り止めたとの話が聞かれた。

景気が悪化しても雇用を維持しなければならな

いため、正社員はあまり増やせないという。なお、

運賃は概ね横ばいであるものの、大手宅配業者が

運賃を一斉に引き上げているため、今後業界とし

て価格交渉をしやすくなるのではないかとの声

も聞かれた。２０１７年度下期については、上期

並みに推移する見込みである。 

  

 

 

 

 

観光業界の動向をみると、江の島周辺を訪れる

観光客は、夏場の海水浴客が落ち込んだものの、

総じてみれば堅調に推移した。 

今夏の市内３海水浴場の来場者数は台風５号

の停滞や天候不良により１５３万９千人と前年

の２４１万６千人から大幅に減少し、海の家や近

隣の飲食店では利用者が落ち込んだ模様である。

もっとも、市域の観光関係者によると、江の島島

内はゴールデンウィークなどの観光シーズンを

はじめ、夏場についても多くの観光客でにぎわっ

ていたという。江の島サムエル・コッキング苑や

江の島岩屋といった観光施設を訪れる観光客が

堅調に推移し、新江ノ島水族館も家族連れが多く

訪れたという。江の島灯籠などのイベントによる

集客効果に加えて、江の島にちなんだ皇室報道が

多くのメディアに取り上げられ、その知名度向上

による効果があったのではないかとの話が聞か

れた。 

圏央道の整備が進んだことで県外からの観光

客も増加した模様である。東京都や静岡県などの

近隣都県だけでなく、埼玉県など関東全域のナン

バープレートを付けた乗用車がみられたという。

観光協会でも、中央道や関越道などのサービスエ

リアで観光パンフレットなどを配布して集客に

努めているとのことである。 

外国人観光客も増加傾向が続いている。国籍別

には、中国からの観光客が最も多く、台湾、韓国

が続いた。観光バスを利用した団体ツアー客に比

べて、個人観光客が増える傾向にあるという。な

お、２０１８年に江の島で開催されるセーリング

競技の東京五輪のプレプレ大会に向けて、海外チ

ームから滞在拠点に関する問い合わせなどが来

るようになったという。 

２０１７年度下期についても、イルミネーショ

ンなどの各種イベントが予定されており、引き続

き国内外から多くの観光客が訪れる見込みであ

る。 

 

●運輸   

 

ドライバー不足が深刻に 

●観光   

 

江の島周辺の観光客数は堅調に推移 
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外食産業の業況はやや改善した模様である。 

市域に複数の飲食店舗を展開する企業では、売

上高がやや増加した。客単価は概ね横ばいながら

も、客数がやや増加したという。店舗の立地する

場所や来店客の年齢層に関わらず、総じて客数が

増加した。景気回復で消費者の財布の紐が緩み、

外食回数が増えているのではないかとの話が聞

かれた。ただし、人件費や食材費のコスト上昇分

を販売価格に転嫁するのは難しいという。コンビ

ニエンスストアが、購入した弁当を店内で食べる

イートインに力を入れているほか、百貨店やスー

パーなどで販売している惣菜などもメニューが

充実してきていることから、こうした業態と飲食

店との競合が厳しくなっているという。 

百貨店や複合型商業施設内の飲食店の業況は

業態によって異なった模様である。藤沢駅周辺で

は、ゴールデンウィークや三連休などには飲食店

利用客が多く、従来客足が少なかった平日午後３

～４時頃の来客も増えたという。関係者からは、

レストランでの飲食がコト消費の一環になって

いるのではないかとの話が聞かれた。別の商業施

設では、価格帯の低いフードコートの来客は増加

したものの、相対的に価格が高めのレストランで

は売上が減少したという。 

なお、外食業界では人材の確保が難しい状況が

続いている。複合型商業施設内のフードコートで

は、休日のランチタイムや閉店時間に近い遅めの

時間帯に充分な労働者を確保できず、売上を逃し

ている店舗もみられるという。別の企業では、人

手不足に対応して定年延長などを実施したとの

話が聞かれた。 

２０１７年度下期については、業態によって見

通しは異なるものの、総じてみれば上期並みの業

況が続く見通しである。 

  

 

 

 

 

ホテル業界の業況は悪化した模様である。 

ビジネスホテルの利用客数および客室稼働率

はやや弱含み、客単価は低下した。市域のホテル

業関係者によると、横浜市内などにホテルが相次

いで開業していることや民泊の拡大により藤沢

市内では客室の需給が緩んでおり、宿泊費を下げ

て客室稼働率を引き上げるケースなどがみられ

たという。市域で増加している外国人観光客も、

市内に宿泊せずに都内や横浜市内に宿泊してし

まうケースが多い。また、夏場の天候不順の影響

で海水浴に訪れる宿泊者も減少した。例年、海水

浴シーズンには海に近いホテルに泊まりきれず、

湘南台駅周辺のホテルなどに宿泊する観光客が

みられたものの、今年はそうした動きがなかった

という。なお、同地域のホテルでは、近隣大手企

業で研修用の宿泊施設が稼働したため、研修目的

などで宿泊していたビジネス客が大幅に減少し

たという。 

シティホテルの利用客数および客室稼働率は、

概ね堅調に推移した。市域のシティホテル関係者

によると、観光目的の利用が少しずつ増加してお

り、中国や台湾からの観光客も以前に比べると増

えているという。一方、婚礼は苦戦した。婚姻数

がすう勢的に減少していることに加えて、横浜市

内の結婚式場との競合が一段と厳しくなってい

る。他方、宴会関連は概ね横ばいとなった。団体

の総会や懇親会などの利用が堅調に推移した。た

だし、予算については抑制する企業が多いという。 

２０１７年度下期についても、やや厳しい状況

が続く見通しである。ホテル業関係者によると、

国政選挙のある時期にはホテル利用客が減少す

る傾向があるという。１０月には衆議院選挙が実

施されるため、同時期の利用客は減少する可能性

がある。 

●飲食店（外食）   

 

来店客数が増加 

●ホテル   

 

天候不順の影響などで宿泊者減 
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Ⅲ．消費の動向 
 

消費の動向について、神奈川県内の百貨店・ス

ーパー販売額をみると（図－４）、４～６月期は

前年同期比－０．９％と前年水準を下回り、続く

７～８月期も同－０．５％と減少した。 

市内の小売業関係者によると、衣料品の販売は

弱い動きになった。市域の百貨店では、主力の婦

人服がフォーマルウェアなど比較的高額な商品

を中心に販売が低迷した。主要顧客の高齢化に加

えて、都内店舗などに比べて流行の商品を確保で

きないことが影響した。長雨の影響で夏場には初

秋向け衣類の販売が伸びたものの、販売が前倒し

されたことで秋以降の売れ行きを心配している

との声も聞かれた。一方、食料品の販売は底堅く

推移した。百貨店の食料品売り場では、若い世代

の買い物客が増加した。店内に大手家具販売店が

新たに入居し、家具店の来店客が食料品売り場な

どに立ち寄る様子がみられたという。また、スー

パーの食料品販売は競合が厳しかった模様であ

る。他方、家具・家電の販売は回復の動きがみら

れた。百貨店内に開店した大手家具販売店は平日

中心に来店客が多かったという。市域の家電量販

店では、格安スマートフォンの販売が増加してお

り、夏場にはテレビや冷蔵庫などの家電も比較的

売れていたとの話が聞かれた。なお、カルチャー

教室やフィットネススタジオなどは高齢層の利

用者が増加しており、好調だという。 

小売業関係者からは、消費者の消費に対する慎

重な姿勢は引き続き強いという声が多く聞かれ

た。また、インターネット販売の拡大が小売店舗

での販売減の背景にあるとの話も聞かれた。 

 ２０１７年度下期については、雇用所得情勢の

改善などが支えとなり消費は緩やかに持ち直す

と見込まれる。ただし、ネット販売拡大の影響な

どで小売店舗の販売は伸び悩むと予想される。

（図－４） 神奈川県内の百貨店・スーパー販売額の推移 

資料出所：経済産業省 

（注）神奈川県統計センターによる藤沢市内の大型小売店販売額の公表は２０１７年１月分で終了した。 
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（注）新設住宅着工戸数の利用関係別分類において、「持家」とは建築主が自分で居住する目的で建築する
住宅のことであり、「貸家」とは建築主が賃貸する目的で建築する住宅のことである。また、「分譲」
とは建築主が建て売り又は分譲の目的で建築する一戸建住宅あるいはマンションのことである。 

Ⅳ．住宅建設の動向 
 

  

神奈川県内および藤沢市内における新設住宅

着工戸数の推移をみると（図－５）、神奈川県内

については４～６月期は前年同期比＋１０．７％

と増加したものの、続く７～８月期が同    

－１．１％と減少に転じた。利用関係別（注）にみ

ると、分譲の増加が続いたものの、持家の減少が

続き、貸家は増加のち減少に転じた。 

一方、藤沢市内の新設住宅着工戸数については、

４～６月期は前年同期比－１３．２％と減少した

ものの、続く７～８月期が同＋２０．８％と増加

に転じた。利用関係別にみると、分譲は増加が続

いたものの、持家と貸家は減少が続いた。 

住宅着工の動向について建設不動産関係者に

よると、藤沢駅や辻堂駅周辺でマンション建設の

動きがみられるという。住宅ローン金利が低位で

推移していることもあり、利便性の高い地域の物

件はファミリー層に人気が高い。ただし、立地の

良い物件の供給は少なく、売買の動きはやや鈍っ

ている。今後販売される辻堂駅近くの大型物件の

動向に注目しているという。一戸建住宅の着工は

減少した。土地や建設コストの上昇で販売価格が

上昇し売れ行きが鈍ったため、販売在庫が増加し

ているという。一方、貸家の着工は減少した。空

室率の上昇懸念や家賃保証問題などにより金融

機関の融資が受けにくくなっている。 

２０１７年度下期については、住宅ローン金利

が低位で推移することなどが支えとなり、利便性

の高い地域を中心にマンション建設などが進む

見込みである。

（図－５） 住宅着工戸数の推移 

資料出所：国土交通省総合政策局情報管理部建設統計室 
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Ⅴ．雇用の動向 
 

 

２０１７年度上期の雇用動向について、全国の

有効求人倍率（季調済）の推移をみると（図－６）、

緩やかな改善傾向を維持し、７月には１．５２倍

と１９７４年２月（１．５３倍）以来の高い水準

まで上昇した。 

神奈川県の有効求人倍率（季調済）も、８月に

は１．２１倍と１９９１年１１月（１．２２倍）

以来の高水準となった。 

一方、藤沢市域の有効求人倍率（同、図下の注

１を参照）については、緩やかな改善傾向で推移

し、６月には０．９７倍と２００６年７月   

（０．９７倍）以来の高い水準まで上昇し、その

後も高水準で推移した。 

藤沢市域における４～８月期の新規求人数は、

前年同期と比べて７．８％の増加となった。業種

別にみると、製造業は同３．０％減少した。雇用

関係者によると、昨年は求人が多かった輸送機械

でやや弱い動きがみられたという。一方、非製造

業は同８．５％増加した。宿泊・飲食サービス業

やサービスは減少したものの、医療・福祉や運

輸・郵便業、情報通信業などの求人が増加した。 

なお、雇用関係者によると、製造業の求人が弱

含んでいることもあり、雇用情勢改善の動きに力

強さを感じないという。求人の状況をみると、医

療・福祉で繰り返し求人を出している企業があり、

求職では企業への採用が決まりにくい中高年齢

の求職者が増加傾向にあるという。 

２０１７年度下期について、市域の雇用関係者

からは、医療・福祉などでは採用意欲が強いもの

の、製造業の採用状況に力強さがみられないこと

から、市域の雇用情勢は概ね横ばいで推移するだ

ろうとの声が聞かれた。

（図－６） 有効求人倍率の推移 

 

資料出所：厚生労働省、神奈川労働局、藤沢公共職業安定所 

 

（注１）藤沢市の有効求人倍率の季節調整は(株)浜銀総合研究所が施した。 

（注２）藤沢市（藤沢公共職業安定所管内）のデータは鎌倉市を含んでいる。 
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Ⅵ．企業倒産の動向 
 

 

神奈川県および藤沢市における今期の企業倒

産状況（負債総額１，０００万円以上）をみると、

神奈川県全体では倒産件数が２４１件、負債総額

の合計は２４，６５６百万円となり、１件あたりの

平均負債総額は１０２百万円であった。前年同期

と比べると件数は－３８件、負債総額合計は  

－１７，１１３百万円、平均負債総額については 

－４７百万円であった。 

藤沢市内の今期の倒産件数は９件、負債総額の

合計は６２４百万円、１件あたりの平均負債総額

は６９百万円であった。前年同期と比べると件数

は－１件、負債総額合計は＋１７９百万円、平均

負債総額は＋２５百万円となった。 

 倒産件数の内訳を業種別にみると、全９件のう

ち、小売業が４件、建設業が２件、卸売業、サー

ビス業、製造業が１件であった。 

 ２０１７年度下期については、海外景気の回復

などを背景に県内景気が緩やかに持ち直してい

くなかで、市域企業の業績は緩やかに改善すると

予想される。このため、藤沢市内の企業倒産件数

は低水準での推移が見込まれる。 

（表－１） 倒産推移（負債総額1,000万円以上） 

（件数：件  負債総額：百万円） 

 
資料出所：帝国データバンク  

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額
2014年4月 44 4,797 2 167 2016年4月 48 3,121 2 68
2014年5月 38 3,541 0 0 2016年5月 42 3,041 0 0
2014年6月 59 3,632 1 20 2016年6月 49 3,049 0 0
2014年7月 52 3,853 1 35 2016年7月 47 4,526 3 190
2014年8月 54 4,203 1 10 2016年8月 53 25,047 4 144
2014年9月 36 2,509 3 1,092 2016年9月 40 2,985 1 43
年度上期計 283 22,535 8 1,324 年度上期計 279 41,769 10 445
2014年10月 60 9,926 2 37 2016年10月 57 9,762 0 0
2014年11月 33 2,873 2 673 2016年11月 38 2,863 4 270
2014年12月 39 7,801 0 0 2016年12月 36 2,537 2 67
2015年1月 53 6,886 2 25 2017年1月 36 6,920 2 70
2015年2月 40 2,852 2 240 2017年2月 37 8,145 0 0
2015年3月 35 5,606 0 0 2017年3月 60 11,324 2 190
年度下期計 260 35,944 8 975 年度下期計 264 41,551 10 597
年度計 543 58,479 16 2,299 年度計 543 83,320 20 1,042

件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額 件数 負債総額
2015年4月 48 8,469 0 0 2017年4月 35 4,072 3 150
2015年5月 47 7,625 3 3,920 2017年5月 51 5,821 2 75
2015年6月 35 1,950 0 0 2017年6月 38 2,660 1 17
2015年7月 42 2,249 0 0 2017年7月 33 3,535 0 0
2015年8月 35 3,714 0 0 2017年8月 45 5,794 1 20
2015年9月 36 2,147 1 18 2017年9月 39 2,774 2 362
年度上期計 243 26,154 4 3,938 年度上期計 241 24,656 9 624
2015年10月 34 4,283 0 0
2015年11月 43 6,934 2 20
2015年12月 32 3,135 0 0
2016年1月 38 3,411 2 60
2016年2月 37 4,018 2 86
2016年3月 42 7,871 1 25
年度下期計 226 29,652 7 191
年度計 469 55,806 11 4,129

神奈川県 藤沢市2014年度 2016年度 神奈川県 藤沢市

2015年度
神奈川県 藤沢市

2017年度
神奈川県 藤沢市

市内の企業倒産件数は前年同期比で減少 
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Ⅶ．調査の結果 

 

１．調査の概要 

（１）調査の目的 

わが国の現在の経済情勢下における藤沢市域

の景気動向を把握し、行政による産業施策等の

推進ならびに企業の経営または事業展開に資

することを目的とする。 

（２）調査対象企業 

市内で工業、商業、建設業、サービス業の事業

活動を行う３５０社 

回答企業１７９社（回収率５１．１％） 

 

 

（３）調査時期 

２０１７年９月実施 

（４）回答企業の業種別・規模別区分 

回答企業の業種別・規模別区分は下表の通り 

である。 

 

 

（表－２） 業種別・規模別回答企業（回収数）の内訳   （社） 

 
（注）中小企業については製造業、建設業、運輸業､不動産業では 

資本金３億円以下、卸売業では資本金１億円以下、小売業、 

飲食店、サービス業では資本金５千万円以下の企業とし、 

これら中小企業以外を大・中堅企業とした。 

回収数合計 大・中堅 中小

179 26 153

87 17 70
食 料 品 8 0 8

家具・装備品 2 0 2
パルプ・紙・印刷 5 0 5

化学・プラスチック 9 1 8
ゴム・窯業 0 0 0
鉄    鋼 3 0 3
金属製品 21 3 18
一般機械 11 3 8
電気機械 17 3 14
輸送機械 11 7 4

92 9 83
建 設 業 15 0 15
運 輸 業 7 0 7
卸 売 業 12 0 12
小 売 業 27 7 20
飲 食 店 4 0 4
不動産業 8 0 8

サービス業 19 2 17

 非 製 造 業

区          分

 全 産 業

 製 造 業
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２．調査結果 

（１）業況 

２０１７年９月調査時点のD.I.値をみると、製造業は▲１４％ポイントと前回調査比横ばいになっ
た。非製造業は▲３７％ポイントと前回調査に比べて「悪い」超幅が３％ポイント拡大した。     
２０１８年３月の予想をみると、製造業は「悪い」超幅が２％ポイント縮小、非製造業は「悪い」超
幅が１０％ポイント縮小する見通しである。 

 

（表－３） 業 況 判 断 

（D.I.，業況が「良い」マイナス「悪い」，％ポイント） 
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（２）売上高など 

①売上動向（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I値をみると、製造業は▲３％ポイントと前期に比べて
１６％ポイント上昇した。非製造業は▲３３％ポイントと前期に比べて８％ポイント低下した。   
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は８％ポイント低下、非製造業は５％ポイント上昇する見
通しである。 

 
②売上動向（前年同期比） 
２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は▲１２％ポイントと前期に比

べて３％ポイント低下した。非製造業は▲３５％ポイントと前期に比べて７％ポイント低下した。  
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は１％ポイントの低下、非製造業は１４％ポイントの上昇
となる見通しである。 

（表－４） 売上動向の判断 

（B.S.I.，売上高が「増加」マイナス「減少」，％ポイント） 

（表－５） 売上動向の判断 

（B.S.I.は％ポイント、その他は％） 

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 26 ▲ 29 ▲ 21 ▲ 19 ▲ 20

▲ 27 ▲ 20 ▲ 19 ▲ 3 ▲ 11

食 料 品 ▲ 29 25 34 ▲ 50 ▲ 50

パルプ・紙・印刷 ▲ 28 ▲ 33 ▲ 17 ▲ 20 ▲ 60

化学・プラスチック ▲ 11 0 ▲ 10 45 ▲ 22

金属製品 ▲ 44 ▲ 17 ▲ 33 ▲ 9 ▲ 10

一般機械 ▲ 10 ▲ 70 ▲ 40 27 30

電気機械 ▲ 41 ▲ 33 ▲ 19 ▲ 19 ▲ 6

輸送機械 ▲ 10 0 0 18 10

▲ 25 ▲ 37 ▲ 25 ▲ 33 ▲ 28

建 設 業 ▲ 21 ▲ 31 ▲ 29 ▲ 27 7

運 輸 業 ▲ 67 ▲ 43 ▲ 75 ▲ 29 ▲ 71

卸 売 業 ▲ 18 ▲ 60 ▲ 56 ▲ 33 ▲ 41

小 売 業 ▲ 24 ▲ 45 ▲ 26 ▲ 40 ▲ 49

不動産業 ▲ 15 ▲ 14 ▲ 11 0 25

サービス業 ▲ 27 ▲ 23 0 ▲ 57 ▲ 31

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2016年度

上期 （対前年同期比） （対前年同期比） （対前年同期比）

B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I.

▲ 23 24 34 43 ▲ 19 22 32 46 ▲ 24 21 40 39 ▲ 18

▲ 18 29 33 38 ▲ 9 26 36 38 ▲ 12 26 35 39 ▲ 13

食 料 品 33 25 25 50 ▲ 25 13 25 63 ▲ 50 0 29 71 ▲ 71

パルプ・紙・印刷 ▲ 33 40 0 60 ▲ 20 0 40 60 ▲ 60 20 40 40 ▲ 20

化学・プラスチック 0 33 56 11 22 56 22 22 34 44 11 44 0

金属製品 0 33 38 29 4 19 43 38 ▲ 19 19 43 38 ▲ 19

一般機械 ▲ 40 27 27 45 ▲ 18 27 45 27 0 60 10 30 30

電気機械 ▲ 47 6 41 53 ▲ 47 29 29 41 ▲ 12 29 35 35 ▲ 6

輸送機械 ▲ 12 64 18 18 46 45 18 36 9 18 45 36 ▲ 18

大・中堅企業 ▲ 7 35 18 47 ▲ 12 29 29 41 ▲ 12 38 31 31 7

中小企業 ▲ 20 27 37 36 ▲ 9 26 37 37 ▲ 11 23 36 41 ▲ 18

▲ 27 19 34 47 ▲ 28 18 29 53 ▲ 35 17 45 38 ▲ 21

建 設 業 ▲ 41 13 47 40 ▲ 27 13 20 67 ▲ 54 36 29 36 0

運 輸 業 ▲ 50 14 43 43 ▲ 29 14 29 57 ▲ 43 0 57 43 ▲ 43

卸 売 業 ▲ 11 33 25 42 ▲ 9 27 36 36 ▲ 9 18 45 36 ▲ 18

小 売 業 ▲ 39 8 23 69 ▲ 61 15 23 62 ▲ 47 8 50 42 ▲ 34

不動産業 ▲ 22 13 63 25 ▲ 12 13 63 25 ▲ 12 38 63 0 38

サービス業 ▲ 16 32 26 42 ▲ 10 16 26 58 ▲ 42 11 42 47 ▲ 36

大・中堅企業 ▲ 22 0 33 67 ▲ 67 11 44 44 ▲ 33 0 56 44 ▲ 44

中小企業 ▲ 28 21 34 45 ▲ 24 19 27 54 ▲ 35 19 44 38 ▲ 19

 非 製 造 業

 全 産 業

区　　　　　分

2016年度下期実績 2017年度下期予想

 製 造 業

2017年度上期見込
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③受注動向（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は２％ポイントと前期に比べて
１２％ポイント上昇した。非製造業は▲４０％ポイントと前期に比べて５％ポイント低下した。   
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は１６％ポイントの低下、非製造業は４７％ポイントの上
昇となる見通しである。 

④生産動向（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は１％ポイントと前期に比べて
１５％ポイント上昇した。非製造業は▲５４％ポイントと前期に比べて１３％ポイント低下した。  
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は８％ポイントの低下、非製造業は５４％ポイントの上昇
となる見通しである。 

 

（表－６） 受注動向の判断 

（B.S.I.，受注高が「増加」マイナス「減少」，％ポイント） 

 

（表－７） 生産動向の判断 

（B.S.I.，生産高が「増加」マイナス「減少」，％ポイント） 

 

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 30 ▲ 24 ▲ 15 ▲ 4 ▲ 11

▲ 31 ▲ 19 ▲ 10 2 ▲ 14

食 料 品 ▲ 43 13 17 ▲ 37 ▲ 63

パルプ・紙・印刷 ▲ 14 ▲ 33 0 ▲ 40 ▲ 60

化学・プラスチック ▲ 25 0 0 45 ▲ 22

金属製品 ▲ 40 ▲ 17 ▲ 15 ▲ 9 ▲ 15

一般機械 ▲ 10 ▲ 56 ▲ 40 46 40

電気機械 ▲ 53 ▲ 39 ▲ 19 ▲ 7 ▲ 17

輸送機械 ▲ 20 9 0 28 10

▲ 30 ▲ 53 ▲ 35 ▲ 40 7

建 設 業 ▲ 30 ▲ 53 ▲ 35 ▲ 40 7

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 28 ▲ 27 ▲ 18 ▲ 7 ▲ 6

▲ 28 ▲ 23 ▲ 14 1 ▲ 7

食 料 品 ▲ 43 13 34 ▲ 29 ▲ 29

パルプ・紙・印刷 ▲ 14 ▲ 33 ▲ 17 ▲ 40 ▲ 60

化学・プラスチック ▲ 22 0 ▲ 10 34 ▲ 11

金属製品 ▲ 37 ▲ 21 ▲ 25 ▲ 9 ▲ 5

一般機械 ▲ 10 ▲ 60 ▲ 40 37 30

電気機械 ▲ 41 ▲ 50 ▲ 6 ▲ 13 0

輸送機械 ▲ 20 9 0 37 0

▲ 31 ▲ 42 ▲ 41 ▲ 54 0

建 設 業 ▲ 31 ▲ 42 ▲ 41 ▲ 54 0

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業
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⑤販売価格動向（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は▲１５％ポイントと前期に比
べて１６％ポイント上昇した。非製造業は▲２％ポイントと前期に比べて３％ポイント上昇した。    
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は１％ポイントの低下、非製造業は２％ポイントの低下と
なる見通しである。 

（３）経常利益（前年同期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は▲１０％ポイントと前期に比
べて１％ポイント低下した。非製造業は▲４０％ポイントと前期に比べて１５％ポイント低下した。
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は６％ポイントの低下、非製造業は１６％ポイントの上昇
となる見通しである。 

（表－８） 販売価格動向の判断 

（B.S.I.，販売価格が「上昇」マイナス「低下」，％ポイント） 

 

（表－９） 経常利益の実績および今後の見通し 

（B.S.I.は％ポイント､その他は％） 

 

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 10 ▲ 19 ▲ 18 ▲ 9 ▲ 10

▲ 23 ▲ 25 ▲ 31 ▲ 15 ▲ 16

食 料 品 ▲ 29 0 17 12 12

パルプ・紙・印刷 ▲ 43 ▲ 67 ▲ 50 ▲ 60 ▲ 60

化学・プラスチック ▲ 11 0 ▲ 20 11 ▲ 33

金属製品 ▲ 33 ▲ 26 ▲ 33 ▲ 23 ▲ 14

一般機械 ▲ 20 ▲ 20 ▲ 30 ▲ 9 0

電気機械 ▲ 29 ▲ 33 ▲ 44 ▲ 31 ▲ 35

輸送機械 0 ▲ 18 ▲ 29 9 20

3 ▲ 13 ▲ 5 ▲ 2 ▲ 4

建 設 業 11 ▲ 21 ▲ 6 0 14

運 輸 業 0 0 ▲ 25 0 0

卸 売 業 37 ▲ 8 ▲ 11 42 8

小 売 業 3 ▲ 18 4 ▲ 22 ▲ 11

不動産業 ▲ 43 ▲ 29 ▲ 25 13 0

サービス業 ▲ 3 ▲ 4 0 ▲ 11 ▲ 16

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2016年度

上期 （対前年同期比） （対前年同期比） （対前年同期比）

B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I.

▲ 21 25 33 42 ▲ 17 21 33 46 ▲ 25 19 42 39 ▲ 20

▲ 18 30 31 39 ▲ 9 28 34 38 ▲ 10 24 36 40 ▲ 16

食 料 品 33 63 0 38 25 25 13 63 ▲ 38 0 29 71 ▲ 71

パルプ・紙・印刷 ▲ 33 40 40 20 20 0 60 40 ▲ 40 0 60 40 ▲ 40

化学・プラスチック 11 22 44 33 ▲ 11 44 22 33 11 33 22 44 ▲ 11

金属製品 5 33 43 24 9 14 43 43 ▲ 29 19 43 38 ▲ 19

一般機械 ▲ 50 27 36 36 ▲ 9 27 64 9 18 50 20 30 20

電気機械 ▲ 20 12 24 65 ▲ 53 29 24 47 ▲ 18 24 35 41 ▲ 17

輸送機械 ▲ 88 45 18 36 9 64 9 27 37 36 36 27 9

大・中堅企業 ▲ 40 35 18 47 ▲ 12 41 24 35 6 44 25 31 13

中小企業 ▲ 13 29 34 37 ▲ 8 24 37 39 ▲ 15 19 39 42 ▲ 23

▲ 26 20 35 45 ▲ 25 14 32 54 ▲ 40 14 48 38 ▲ 24

建 設 業 ▲ 41 7 53 40 ▲ 33 0 27 73 ▲ 73 21 36 43 ▲ 22

運 輸 業 ▲ 75 14 43 43 ▲ 29 14 43 43 ▲ 29 0 57 43 ▲ 43

卸 売 業 ▲ 11 58 17 25 33 42 17 42 0 25 42 33 ▲ 8

小 売 業 ▲ 43 4 27 69 ▲ 65 12 27 62 ▲ 50 8 50 42 ▲ 34

不動産業 11 13 63 25 ▲ 12 25 50 25 0 38 63 0 38

サービス業 ▲ 11 37 26 37 0 11 37 53 ▲ 42 11 47 42 ▲ 31

大・中堅企業 ▲ 33 22 11 67 ▲ 45 22 33 44 ▲ 22 22 44 33 ▲ 11

中小企業 ▲ 24 20 38 43 ▲ 23 13 32 55 ▲ 42 14 48 38 ▲ 24

2017年度下期予想

 全 産 業

 製 造 業

 非 製 造 業

区          分

2016年度下期実績 2017年度上期見込
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（４）設備投資 

①設備の過不足状況 

２０１７年９月調査時点のD.I.値について、製造業は▲１５％ポイントと前回調査に比べて６％  
ポイント低下した。非製造業は▲１０％ポイントと前回調査に比べて１０％ポイント低下した。   
２０１８年３月の予想をみると、製造業は３％ポイントの上昇、非製造業は４％ポイントの上昇とな
る見通しである。 

②設備投資動向（前年同期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は９％ポイントと前期に比べて
４％ポイント低下した。非製造業は▲１３％ポイントと前期に比べて１２％ポイント低下した。     
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は１２％ポイントの低下、非製造業は５％ポイントの上昇
となる見通しである。 

（表－１０） 設備の過不足状況の判断 

（D.I.，設備が「過剰」マイナス「不足」，％ポイント） 

 

（表－１１） 設備投資の実績および今後の見通し 

（B.S.I.は％ポイント､その他は％） 

 

2016年 2016年 2017年 2017年 2018年

3月末 9月末 3月末 9月末 3月末

実績 実績 実績 実績見込 予想

▲ 9 ▲ 7 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 9

▲ 14 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 15 ▲ 12

食 料 品 ▲ 14 ▲ 43 ▲ 20 0 0

パルプ・紙・印刷 ▲ 29 ▲ 40 0 ▲ 20 ▲ 20

化学・プラスチック ▲ 11 ▲ 13 10 ▲ 11 ▲ 11

金属製品 ▲ 17 ▲ 4 ▲ 9 ▲ 14 ▲ 5

一般機械 0 ▲ 20 ▲ 10 ▲ 36 ▲ 40

電気機械 ▲ 12 0 ▲ 19 ▲ 12 ▲ 12

輸送機械 ▲ 20 ▲ 9 ▲ 13 ▲ 9 0

▲ 6 ▲ 5 0 ▲ 10 ▲ 6

建 設 業 ▲ 5 ▲ 6 6 ▲ 7 0

運 輸 業 0 0 0 ▲ 25 0

卸 売 業 ▲ 18 ▲ 7 ▲ 11 ▲ 17 ▲ 17

小 売 業 ▲ 12 ▲ 10 9 ▲ 8 ▲ 4

不動産業 0 0 0 ▲ 13 0

サービス業 0 0 ▲ 14 ▲ 6 ▲ 12

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2016年度

上期 （対前年同期比） （対前年同期比） （対前年同期比）

B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I. 増加 不変 減少 B.S.I.

▲ 2 20 65 15 5 16 67 18 ▲ 2 14 67 20 ▲ 6

1 25 64 12 13 22 65 13 9 16 65 19 ▲ 3

食 料 品 ▲ 20 14 86 0 14 29 71 0 29 14 86 0 14

パルプ・紙・印刷 ▲ 16 25 75 0 25 25 75 0 25 25 50 25 0

化学・プラスチック ▲ 11 22 67 11 11 0 78 22 ▲ 22 0 75 25 ▲ 25

金属製品 33 19 81 0 19 14 81 5 9 14 71 14 0

一般機械 ▲ 10 36 55 9 27 36 64 0 36 40 50 10 30

電気機械 ▲ 20 18 59 24 ▲ 6 24 47 29 ▲ 5 12 65 24 ▲ 12

輸送機械 29 55 18 27 28 45 27 27 18 9 45 45 ▲ 36

大・中堅企業 15 41 35 24 17 41 41 18 23 31 44 25 6

中小企業 ▲ 2 21 71 9 12 18 71 12 6 12 70 18 ▲ 6

▲ 5 16 66 17 ▲ 1 9 69 22 ▲ 13 12 68 20 ▲ 8

建 設 業 ▲ 23 0 93 7 ▲ 7 0 73 27 ▲ 27 7 71 21 ▲ 14

運 輸 業 0 0 83 17 ▲ 17 0 83 17 ▲ 17 0 83 17 ▲ 17

卸 売 業 ▲ 11 17 75 8 9 17 67 17 0 8 83 8 0

小 売 業 ▲ 18 17 58 25 ▲ 8 13 63 25 ▲ 12 13 63 25 ▲ 12

不動産業 38 38 63 0 38 13 75 13 0 13 88 0 13

サービス業 0 22 44 33 ▲ 11 11 61 28 ▲ 17 17 50 33 ▲ 16

大・中堅企業 ▲ 11 22 33 44 ▲ 22 22 56 22 0 33 44 22 11

中小企業 ▲ 4 16 70 14 2 8 70 22 ▲ 14 9 71 20 ▲ 11

 非 製 造 業

区          分

 全 産 業

2016年度下期実績 2017年度下期予想

 製 造 業

2017年度上期見込
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③設備投資の目的 

２０１７年度上期の実績見込みについて、製造業は１位「更新・維持補修」、２位に「合理化・省
力化」、３位に「増産・拡販」と、２０１６年度下期実績と同様の順位となった。非製造業について
は１位「更新・維持補修」、２位「合理化・省力化」、３位に「増産・拡販」と、２０１６年度下期
実績と同様の順位となった。 
２０１７年度下期の計画について、製造業は１位「更新・維持補修」、２位に「合理化・省力化」、

３位に「研究開発」となった。非製造業は１位「更新・維持補修」、２位「合理化・省力化」、３位
「増産・拡販」となった。 

（表－１２） 設備投資目的別実績および見込み 

 

《製造業》 （回答社数構成比、単位：％）

 
《非製造業》 （回答社数構成比、単位：％）

 

１位 ２位 ３位

更新・維持補修 合理化・省力化 増産・拡販

(54.6) (26.8) (12.4)

更新・維持補修 合理化・省力化 増産・拡販

(56.8) (22.1) (11.6)

更新・維持補修 合理化・省力化 研究開発

(54.7) (23.2) (10.5)

2016年度下期
実績

2017年度上期
実績見込み

2017年度下期
計画

１位 ２位 ３位

更新・維持補修 合理化・省力化 増産・拡販

(56.9) (22.4) (17.2)

更新・維持補修 合理化・省力化 増産・拡販

(58.6) (22.4) (12.1)

更新・維持補修 合理化・省力化 増産・拡販

(61.4) (22.8) (8.8)

2017年度下期
計画

2016年度下期
実績

2017年度上期
実績見込み
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（５）その他 

①製商品在庫水準 

２０１７年９月調査時点のD.I.値について、製造業は３％ポイントと前回調査に比べて７％ポイント
上昇した。非製造業は４％ポイントと前回調査に比べて９％ポイント低下した。２０１８年３月の予
想をみると、製造業、非製造業ともに横ばいとなる見通しである。 

②雇用人員水準 

２０１７年９月調査時点のD.I.値について、製造業は▲２６％ポイントと前回調査に比べて８％ポ
イント低下した。非製造業は▲２９％ポイントと前回調査に比べて５％ポイント低下した。     
２０１８年３月の予想をみると、製造業は３％ポイントの低下、非製造業は１％ポイントの低下とな
る見通しである。 

（表－１３） 製商品在庫水準の判断 

（D.I.，製品在庫が「過大」マイナス「不足」，％ポイント） 

 

（表－１４） 雇用人員の判断 

（D.I.，雇用人員が「過剰」マイナス「不足」，％ポイント） 

 

2016年 2016年 2017年 2017年 2018年

3月末 9月末 3月末 9月末 3月末

実績 実績 実績 実績見込 予想

7 2 4 3 4

5 7 ▲ 4 3 3

食 料 品 0 13 0 25 13

パルプ・紙・印刷 0 20 17 0 0

化学・プラスチック 11 13 20 44 22

金属製品 5 5 ▲ 11 ▲ 5 5

一般機械 0 0 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 10

電気機械 12 16 ▲ 13 ▲ 6 6

輸送機械 10 0 0 0 0

9 ▲ 2 13 4 4

建 設 業 0 ▲ 12 19 0 ▲ 7

運 輸 業 0 0 0 0 0

卸 売 業 18 ▲ 6 11 0 17

小 売 業 27 11 17 12 12

不動産業 ▲ 14 ▲ 15 ▲ 14 ▲ 43 ▲ 29

サービス業 0 ▲ 5 14 19 7

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2016年 2016年 2017年 2017年 2018年

3月末 9月末 3月末 9月末 3月末

実績 実績 実績 実績見込 予想

▲ 21 ▲ 24 ▲ 20 ▲ 27 ▲ 30

▲ 11 ▲ 23 ▲ 18 ▲ 26 ▲ 29

食 料 品 ▲ 29 ▲ 25 ▲ 16 ▲ 25 ▲ 12

パルプ・紙・印刷 0 0 ▲ 17 ▲ 40 ▲ 40

化学・プラスチック 22 ▲ 25 ▲ 10 ▲ 22 ▲ 22

金属製品 ▲ 20 ▲ 30 ▲ 14 ▲ 29 ▲ 20

一般機械 ▲ 10 ▲ 20 ▲ 20 ▲ 36 ▲ 50

電気機械 ▲ 23 ▲ 33 ▲ 38 ▲ 29 ▲ 56

輸送機械 0 ▲ 18 0 ▲ 9 ▲ 10

▲ 29 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 29 ▲ 30

建 設 業 ▲ 38 ▲ 27 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 26

運 輸 業 ▲ 83 ▲ 57 ▲ 50 ▲ 71 ▲ 71

卸 売 業 ▲ 27 ▲ 20 ▲ 22 ▲ 34 ▲ 34

小 売 業 ▲ 19 ▲ 18 ▲ 13 ▲ 22 ▲ 22

不動産業 0 0 ▲ 22 0 0

サービス業 ▲ 27 ▲ 37 ▲ 42 ▲ 42 ▲ 37

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業



Ⅶ．調査の結果 
 

-21- 

③資金繰り状況 

２０１７年９月調査時点のD.I.値について、製造業は▲１１％ポイントと前回調査に比べて１％ 
ポイント低下した。非製造業は▲１８％ポイントと前回調査に比べて３％ポイント低下した。    
２０１８年３月の予想をみると、製造業は１１％ポイントの低下、非製造業は２％ポイントの上昇と
なる見通しである。 

④製商品・原材料仕入価格動向（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値について、製造業は４１％ポイントと前期に比べ
て１２％ポイント上昇した。非製造業は４０％ポイントと前期に比べて３％ポイント上昇した。    
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は８％ポイントの低下、非製造業は５％ポイントの低下と
なる見通しである。 

（表－１５） 資金繰りの実績および今後の見通し 

（D.I.，資金繰りが「楽である」マイナス「苦しい」，％ポイント） 

 

（表－１６）       製商品・原材料仕入価格動向の判断 

（B.S.I., 製商品・原材料仕入価格が「上昇」マイナス「低下」,％ポイント） 

 

2016年 2016年 2017年 2017年 2018年

3月末 9月末 3月末 9月末 3月末

実績 実績 実績 実績見込 予想

▲ 19 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 14 ▲ 19

▲ 16 ▲ 14 ▲ 10 ▲ 11 ▲ 22

食 料 品 ▲ 43 ▲ 25 ▲ 16 ▲ 50 ▲ 50

パルプ・紙・印刷 ▲ 29 ▲ 50 ▲ 67 ▲ 20 ▲ 20

化学・プラスチック ▲ 11 43 11 0 ▲ 33

金属製品 ▲ 12 ▲ 12 5 0 ▲ 15

一般機械 ▲ 11 ▲ 10 ▲ 10 18 10

電気機械 ▲ 41 ▲ 44 ▲ 31 ▲ 41 ▲ 41

輸送機械 30 9 13 18 0

▲ 22 ▲ 11 ▲ 15 ▲ 18 ▲ 16

建 設 業 ▲ 19 0 0 13 13

運 輸 業 ▲ 60 ▲ 33 ▲ 33 ▲ 33 ▲ 33

卸 売 業 ▲ 18 ▲ 6 ▲ 22 ▲ 17 ▲ 9

小 売 業 ▲ 31 ▲ 15 ▲ 18 ▲ 29 ▲ 30

不動産業 0 15 0 13 13

サービス業 ▲ 16 ▲ 19 ▲ 23 ▲ 42 ▲ 37

 非 製 造 業

区          分

 全 産 業

 製 造 業

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

25 19 32 40 34

18 16 29 41 33

食 料 品 43 15 67 50 50

パルプ・紙・印刷 15 17 ▲ 17 20 20

化学・プラスチック 22 12 10 44 33

金属製品 16 14 43 33 19

一般機械 ▲ 10 0 40 36 30

電気機械 18 22 25 44 47

輸送機械 10 18 0 45 20

30 22 37 40 35

建 設 業 36 15 47 26 36

運 輸 業 ▲ 75 ▲ 20 50 40 20

卸 売 業 55 29 33 67 50

小 売 業 28 26 36 36 32

不動産業 0 29 57 25 25

サービス業 33 19 19 38 22

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業
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⑤所定外労働時間状況（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は１０％ポイントと前期に比べ
て６％ポイント上昇した。非製造業は２％ポイントと前期に比べて２％ポイント上昇した。２０１７
年度下期の予想をみると、製造業は１６％ポイントの低下、非製造業は４％ポイントの上昇となる見
通しである。 

⑥借入金利水準（前期比） 

２０１７年度上期の実績見込みにおけるB.S.I.値をみると、製造業は▲２％ポイントと前期に比べ
て１０％ポイント上昇した。非製造業は▲４％ポイントと前期に比べて１％ポイント上昇した。   
２０１７年度下期の予想をみると、製造業は１％ポイントの上昇、非製造業は２％ポイントの上昇と
なる見通しである。 

（表－１７） 所定外労働時間の判断 

（B.S.I.，所定外労働時間が「増加」マイナス「減少」，％ポイント） 

 

（表－１８） 借入金利水準の判断 

（B.S.I.，借入金利が「上昇」マイナス「低下」，％ポイント） 

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 2 ▲ 5 2 7 0

▲ 3 ▲ 12 4 10 ▲ 6

食 料 品 ▲ 43 29 0 0 0

パルプ・紙・印刷 14 ▲ 50 ▲ 17 ▲ 20 ▲ 40

化学・プラスチック 0 0 ▲ 10 0 ▲ 22

金属製品 4 0 5 5 ▲ 14

一般機械 0 ▲ 30 20 18 10

電気機械 0 ▲ 33 ▲ 6 13 6

輸送機械 ▲ 20 9 25 45 0

0 0 0 2 6

建 設 業 11 ▲ 21 ▲ 12 ▲ 13 21

運 輸 業 20 0 0 0 0

卸 売 業 27 15 11 0 9

小 売 業 0 0 ▲ 9 0 0

不動産業 ▲ 14 ▲ 29 0 ▲ 13 ▲ 13

サービス業 ▲ 20 16 23 27 10

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業

2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2017年度

下期実績 上期実績 下期実績 上期実績見込 下期予想

(対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比) (対前期比)

▲ 14 ▲ 11 ▲ 9 ▲ 2 ▲ 2

▲ 13 ▲ 9 ▲ 12 ▲ 2 ▲ 1

食 料 品 ▲ 16 ▲ 14 0 14 14

パルプ・紙・印刷 ▲ 29 0 ▲ 16 ▲ 20 ▲ 20

化学・プラスチック 0 0 0 0 0

金属製品 ▲ 17 ▲ 21 ▲ 14 ▲ 9 ▲ 5

一般機械 ▲ 20 ▲ 22 0 0 0

電気機械 12 0 ▲ 13 13 12

輸送機械 ▲ 30 0 ▲ 29 ▲ 9 ▲ 30

▲ 14 ▲ 13 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 2

建 設 業 ▲ 25 ▲ 16 ▲ 7 0 8

運 輸 業 0 0 ▲ 33 ▲ 40 0

卸 売 業 ▲ 18 ▲ 7 ▲ 11 0 ▲ 8

小 売 業 ▲ 15 ▲ 24 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 5

不動産業 ▲ 15 ▲ 43 0 ▲ 13 ▲ 13

サービス業 ▲ 8 4 0 11 0

 非 製 造 業

区　　　　　分

 全 産 業

 製 造 業
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（６）経営上の問題点 

製造業の１位は前回調査では５位であった「施設の狭隘老朽化」となった。２位は前回調査では１
位であった「売上不振」となった。３位には「従業員の確保難」が入った。 
非製造業は１位「売上不振」、２位「競争激化」、３位「従業員の確保難」と前回調査と同じ順位

となった。 

（表－１９） 経営上の問題点（調査時点別） 

 

《製造業》 （回答社数構成比、％） 

 
 

《非製造業》 （回答社数構成比、％） 

 
 

（注１）製造業の２０１６年３月調査の５位には、他に「原材料価格の上昇」が入った。 

（注２）非製造業の２０１６年３月調査の５位には、他に「施設の狭隘老朽化」が入った。 

 

調査時 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

2015年 売上不振 施設の狭隘 人件費の増大 競争激化 原材料価格

９月 老朽化 の上昇

(13.7) (12.3) (11.0) (10.6) (10.6)

2016年 売上不振 人件費の増大 施設の狭隘 競争激化 販売・請負

３月 老朽化 価格の低下

(15.8) (12.6) (11.9) (11.1) (7.9)

2016年 売上不振 競争激化 人件費の増大 施設の狭隘 販売・請負

９月 老朽化 価格の低下

(14.6) (13.8) (10.3) (10.3) (9.9)

2017年 売上不振 人件費の増大 競争激化 従業員の 施設の狭隘

３月 確保難 老朽化

(12.8) (12.3) (11.5) (11.0) (9.7)

2017年 施設の狭隘 売上不振 従業員の 競争激化 人件費の増大

９月 老朽化 確保難

(12.4) (12.0) (11.6) (11.2) (11.2)

調査時 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

2015年 売上不振 競争激化 人件費の増大 原材料価格 従業員の

９月 の上昇 確保難

(20.5) (14.2) (12.6) (11.4) (10.6)

2016年 売上不振 競争激化 従業員の 人件費の増大 原材料価格

３月 確保難 の上昇

(19.3) (17.2) (16.4) (12.4) (7.3)

2016年 売上不振 競争激化 従業員の 人件費の増大 販売・請負

９月 確保難 価格の低下

(20.4) (18.0) (14.2) (11.4) (8.3)

2017年 売上不振 競争激化 従業員の 人件費の増大 原材料価格

３月 確保難 の上昇

(20.3) (18.4) (13.4) (11.1) (7.8)

2017年 売上不振 競争激化 従業員の 原材料価格 人件費の増大

９月 確保難 の上昇

(20.4) (17.6) (12.0) (10.4) (9.6)
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（表－２０） 経営上の問題点（主要業種別） 

（回答社数構成比、％）  

 
（注１）食料品の５位には、他に「従業員の確保難」が入った。 

（注２）パルプ・紙・印刷の５位には、他に「従業員の確保難」などが入った。 

（注３）金属製品の５位には、他に「原材料価格の上昇」などが入った。 

（注４）電気機械の５位には、他に「技術力不足」などが入った。 

（注５）輸送機械の４位には、他に「環境問題」が入った。 

（注６）卸売業の４位には、他に「人件費の増大」などが入った。 

（注７）不動産業の５位には、他に「減価償却費の増大」などが入った。 

（注８）サービス業の５位には、他に「施設の狭隘老朽化」が入った。 

 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

施設の狭隘 売上不振 従業員の 競争激化 人件費の増大

老朽化 確保難

(12.4) (12.0) (11.6) (11.2) (11.2)

売上不振 人件費の増大 施設の狭隘 原材料価格 製商品在庫

 食 料 品 老朽化 の上昇 の増大
(16.7) (16.7) (16.7) (12.5) (8.3)

売上不振 競争激化 販売・請負 借り入れ難 人件費の増大

 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･印刷 価格の低下
(20.0) (20.0) (13.3) (13.3) (6.7)

従業員の 売上不振 競争激化 技術力不足 施設の狭隘

 化学･ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 確保難 老朽化
(18.2) (13.6) (13.6) (13.6) (13.6)

売上不振 従業員の 施設の狭隘 競争激化 販売・請負

 金属製品 確保難 老朽化 価格の低下
(12.9) (12.9) (11.3) (9.7) (8.1)

施設の狭隘 従業員の 競争激化 人件費の増大 設備能力

 一般機械 老朽化 確保難 の不足

(19.4) (16.1) (12.9) (9.7) (9.7)

人件費の増大 売上不振 競争激化 後継者問題 従業員の

 電気機械 確保難
(15.7) (13.7) (11.8) (11.8) (7.8)

競争激化 従業員の 施設の狭隘 人件費の増大 原材料価格

 輸送機械 確保難 老朽化 の上昇
(13.3) (13.3) (13.3) (10.0) (10.0)

売上不振 競争激化 従業員の 原材料価格 人件費の増大

確保難 の上昇

(20.4) (17.6) (12.0) (10.4) (9.6)

競争激化 売上不振 従業員の 販売・請負 原材料価格

 建 設 業 確保難 価格の低下 の上昇

(21.4) (16.7) (16.7) (11.9) (9.5)

人件費の増大 従業員の 売上不振 原材料価格 その他

 運 輸 業 確保難 の上昇
(22.2) (22.2) (16.7) (16.7) (11.1)

売上不振 従業員の 原材料価格 販売・請負 競争激化

 卸 売 業 確保難 の上昇 価格の低下
(20.6) (17.6) (11.8) (8.8) (8.8)

売上不振 競争激化 施設の狭隘 人件費の増大 従業員の

 小 売 業 老朽化 確保難

(23.7) (23.7) (11.8) (9.2) (6.6)

競争激化 売上不振 原材料価格 販売・請負 人件費の増大

 不動産業 の上昇 価格の低下
(28.6) (19.0) (19.0) (9.5) (4.8)

売上不振 競争激化 従業員の 人件費の増大 原材料価格

 サービス業 確保難 の上昇

(20.4) (14.3) (14.3) (10.2) (8.2)

 製 造 業

 非 製 造 業

区        分
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（７）人手不足の影響や労働者確保に関する状況について 

今回調査では、人手不足（労働者の不足）が経営に与える影響や労働者確保の状況などについて

たずねた。 

人手不足によって経営にマイナスの影響が現れているかどうかたずねたところ、１７５社中５６

社（３２．０％）が「影響が現れている」と回答した。また、「現在影響は現れていないが、今後

現れる可能性がある」が９２社（５２．６％）となる一方、「現在影響は現れておらず、今後も現

れる可能性が小さい」は２７社（１５．４％）にとどまった。製造業では、「影響が現れている」

が２７社（３１．４％）となり、「現在影響は現れていないが、今後現れる可能性がある」が４８

社（５５．８％）となった。非製造業では、「影響が現れている」が２９社（３２．６％）となり、

「現在影響は現れていないが、今後現れる可能性がある」が４４社（４９．４％）となった。 

人手不足によって経営にマイナスの影響が現れていると回答した企業に対して、具体的にはどの

ような影響が現れているかたずねたところ、５５社中３０社（５４．５％）が「受注の見送り・販

売機会の逸失」と回答した。「人材育成の困難化」が２９社（５２．７％）で続いた。製造業では、

「受注の見送り・販売機会の逸失」が１６社（５９．３％）で最も多くなった。非製造業では、「人

材育成の困難化」が１６社（５７．１％）で最も多くなった。 

労働者の確保が難しいと感じているかどうかたずねたところ、１７４社中１０７社（６１．５％）

が「難しい」と回答した。一方、「それほど難しくない」が６１社（３５．１％）、「難しくない」

が６社（３．４％）となった。製造業では、「難しい」が５３社（６１．６％）となった。非製造

業では「難しい」が５４社（６１．４％）となった。 

労働者の確保が難しいと回答した企業に対して、確保が難しくなっているのは、どんな雇用形態

の労働者かたずねたところ、１０６社中７１社（６７．０％）が「正社員（３０歳代半ば位までの

若手社員）」と回答し、「正社員（３０歳代半ばから４０歳代位の中堅社員）」が４１社

（３８．７％）、「パート社員」が３３社（３１．１％）で続いた。製造業では、「正社員（３０

歳代半ば位までの若手社員）」が３９社（７５．０％）で最も多く、「正社員（３０歳代半ばから

４０歳代位の中堅社員）」が２１社（４０．４％）で続いた。非製造業では、「正社員（３０歳代

半ば位までの若手社員）」が３２社（５９．３％）で最も多く、「パート社員」が２２社

（４０．７％）で続いた。 

また、労働者の確保が難しいと回答した企業に対して、確保が難しくなっているのは、どんな職

種の労働者かたずねたところ、１０４社中５０社（４８．１％）が「運転手、工員、作業員などの

現業職」と回答し、「専門職・技術職」が４３社（４１．３％）、「営業職」が２０社（１９．２％）

で続いた。製造業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」が３２社（６２．７％）で最も多

くなった。非製造業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」と「専門職・技術職」がともに

１８社（３４．０％）で最も多くなった。 

人手不足や労働者確保の困難化に対して講じている対策をたずねたところ、１６９社中５７社

（３３．７％）が「定年延長など高齢者活用」と回答し、「従業員の多能化」が５５社（３２．５％）

で続いた。製造業では、「従業員の多能化」が３３社（３８．４％）で最も多く、「定年延長など

高齢者活用」が３０社（３４．９％）で続いた。非製造業では、「給与引き上げなどの待遇改善」

が３０社（３６．１％）で最も多く、次いで「定年延長などの高齢者活用」が２７社（３２．５％）

となった。 
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（表－２１）貴社では人手不足によって経営にマイナスの影響が現れていますか。 
  

人手不足によって経営にマイナスの影響が現れているかどうかたずねたところ、本設問の回答企業

１７５社中５６社（３２．０％）が「影響が現れている」と回答した。また、「現在影響は現れてい

ないが、今後現れる可能性がある」が９２社（５２．６％）となる一方、「現在影響は現れておらず、

今後も現れる可能性が小さい」は２７社（１５．４％）にとどまった。 

製造業・非製造業別にみると、製造業では、「影響が現れている」が２７社（３１．４％）となり、

「現在影響は現れていないが、今後現れる可能性がある」が４８社（５５．８％）となった。一方、

非製造業では、「影響が現れている」が２９社（３２．６％）となり、「現在影響は現れていないが、

今後現れる可能性がある」が４４社（４９．４％）となった。 

企業規模別にみると、大・中堅企業では、「影響が現れている」が１４社（５３．８％）となり、

「現在影響は現れていないが、今後現れる可能性がある」が１１社（４２．３％）となった。一方、

中小企業では、「影響が現れている」が４２社（２８．２％）となり、「現在影響は現れていないが、

今後現れる可能性がある」が８１社（５４．４％）となった。 

（表－２２）（人手不足によって経営にマイナスの影響が現れていると回答した企業に対して）具体

的にはどのような影響が現れていますか（あてはまるもの全て回答）。 
 

人手不足によって経営にマイナスの影響が現れていると回答した企業に対して、具体的にはどのよ

うな影響が現れているかたずねたところ、本設問の回答企業５５社中３０社（５４．５％）が「受注

の見送り・販売機会の逸失」と回答した。次いで、「人材育成の困難化」が２９社（５２．７％）で

続いた。 

製造業では、「受注の見送り・販売機会の逸失」が１６社（５９．３％）で最も多くなった。一方、

非製造業では、「人材育成の困難化」が１６社（５７．１％）で最も多くなった。 

大・中堅企業では、「時間外労働増などによる人件費増加」が１０社（７１．４％）で最も多くな

った。一方、中小企業では、「受注の見送り・販売機会の逸失」と「人材育成の困難化」がともに     

２４社（５８．５％）で最も多くなった。 

                        （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 

                           （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 
（注）未回答の企業があるため、本問回答社数と（表－２１）で「影響が現れている」と回答した社数は一致しない。 

影響が現れている
現在影響は現れていな
いが、今後現れる可能

性がある

現在影響は現れておら
ず、今後も現れる可能

性が小さい
回答社数

56 92 27 175
( 32.0 ) ( 52.6 ) ( 15.4 ) (100.0 )

27 48 11 86
( 31.4 ) ( 55.8 ) ( 12.8 ) (100.0 )

29 44 16 89
( 32.6 ) ( 49.4 ) ( 18.0 ) (100.0 )

14 11 1  26
( 53.8 ) ( 42.3 ) ( 3.8 ) (100.0 )

42 81 26 149
( 28.2 ) ( 54.4 ) ( 17.4 ) (100.0 )

中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業

受注の見
送り・販
売機会の

逸失

業務・
サービス
の品質低

下

時間外労
働増など
による人
件費増加

外注・派
遣社員増
などによ
るコスト

増加

人材育成
の困難化

その他 回答社数

30 14 22 17 29 2 55
( 54.5 ) ( 25.5 ) ( 40.0 ) ( 30.9 ) ( 52.7 ) ( 3.6 ) (100.0 )

16 5 14 12 13 0 27
( 59.3 ) ( 18.5 ) ( 51.9 ) ( 44.4 ) ( 48.1 ) ( 0.0 ) (100.0 )

14 9 8 5 16 2 28
( 50.0 ) ( 32.1 ) ( 28.6 ) ( 17.9 ) ( 57.1 ) ( 7.1 ) (100.0 )

6 5 10 5 5 1 14
( 42.9 ) ( 35.7 ) ( 71.4 ) ( 35.7 ) ( 35.7 ) ( 7.1 ) (100.0 )

24 9 12 12 24 1 41
( 58.5 ) ( 22.0 ) ( 29.3 ) ( 29.3 ) ( 58.5 ) ( 2.4 ) (100.0 )

中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業
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（表－２３）貴社では労働者の確保が難しいとお感じですか。       
  

労働者の確保が難しいと感じているかどうかたずねたところ、本設問の回答企業１７４社中１０７

社（６１．５％）が「難しい」と回答した。一方、「それほど難しくない」が６１社（３５．１％）、

「難しくない」が６社（３．４％）となった。 

製造業では、「難しい」が５３社（６１．６％）となった。一方、非製造業では「難しい」が５４

社（６１．４％）となった。 

大・中堅企業では、「難しい」が１３社（５２．０％）となった。一方、中小企業では、「難しい」

が９４社（６３．１％）となった。 

（表－２４）（労働者の確保が難しいと回答した企業に対して）貴社において、確保が難しくなって

いるのは、どんな雇用形態の労働者ですか（あてはまるもの全て回答）。       
  

労働者の確保が難しいと回答した企業に対して、確保が難しくなっているのは、どんな雇用形態の

労働者かたずねたところ、本設問の回答企業１０６社中７１社（６７．０％）が「正社員（３０歳代

半ば位までの若手社員）」と回答し、「正社員（３０歳代半ばから４０歳代位の中堅社員）」が４１

社（３８．７％）、「パート社員」が３３社（３１．１％）で続いた。 

製造業では、「正社員（３０歳代半ば位までの若手社員）」が３９社（７５．０％）で最も多く、

「正社員（３０歳代半ばから４０歳代位の中堅社員）」が２１社（４０．４％）で続いた。一方、非

製造業では、「正社員（３０歳代半ば位までの若手社員）」が３２社（５９．３％）で最も多く、「パ

ート社員」が２２社（４０．７％）で続いた。 

大・中堅企業では、「正社員（３０歳代半ば位までの若手社員）」が７社（５３．８％）で最も多

くなった。一方、中小企業では、「正社員（３０歳代半ば位までの若手社員）」が６４社（６８．８％）

で最も多くなった。 

 

                            （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 
 

                            （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 
（注）未回答の企業があるため、本問回答社数と（表－２３）で「難しい」と回答した社数は一致しない。 

難しい それほど難しくない 難しくない 回答社数

107 61 6 174
( 61.5 ) ( 35.1 ) ( 3.4 ) (100.0 )

53 31 2 86
( 61.6 ) ( 36.0 ) ( 2.3 ) (100.0 )

54 30 4 88
( 61.4 ) ( 34.1 ) ( 4.5 ) (100.0 )

13 12 0  25
( 52.0 ) ( 48.0 ) ( 0.0 ) (100.0 )

94 49 6 149
( 63.1 ) ( 32.9 ) ( 4.0 ) (100.0 )

中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業

正社員(30
歳代半ば位
までの若手

社員)

正社員(30
歳代半ばか
ら40歳代位
の中堅社

員)

正社員(50
歳代位以上
の中高年世
代社員)

パート社員
アルバイト

社員
派遣社員 新卒社員 その他 回答社数

71 41 10 33 18 9 19 4 106
( 67.0 ) ( 38.7 ) ( 9.4 ) ( 31.1 ) ( 17.0 ) ( 8.5 ) ( 17.9 ) ( 3.8 ) (100.0 )

39 21 2 11 7 8 12 1 52
( 75.0 ) ( 40.4 ) ( 3.8 ) ( 21.2 ) ( 13.5 ) ( 15.4 ) ( 23.1 ) ( 1.9 ) (100.0 )

32 20 8 22 11 1 7 3 54
( 59.3 ) ( 37.0 ) ( 14.8 ) ( 40.7 ) ( 20.4 ) ( 1.9 ) ( 13.0 ) ( 5.6 ) (100.0 )

7 5 0 1 2 4 4 1 13
( 53.8 ) ( 38.5 ) ( 0.0 ) ( 7.7 ) ( 15.4 ) ( 30.8 ) ( 30.8 ) ( 7.7 ) (100.0 )

64 36 10 32 16 5 15 3 93
( 68.8 ) ( 38.7 ) ( 10.8 ) ( 34.4 ) ( 17.2 ) ( 5.4 ) ( 16.1 ) ( 3.2 ) (100.0 )

中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業
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（表－２５）（労働者の確保が難しいと回答した企業に対して）貴社において、確保が難しくなって

いるのは、どんな職種の労働者ですか（あてはまるもの全て回答）。       
  

労働者の確保が難しいと回答した企業に対して、確保が難しくなっているのは、どんな職種の労働

者かたずねたところ、本設問の回答企業１０４社中５０社（４８．１％）が「運転手、工員、作業員

などの現業職」と回答し、「専門職・技術職」が４３社（４１．３％）、「営業職」が２０社      

（１９．２％）で続いた。 

製造業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」が３２社（６２．７％）で最も多くなった。

一方、非製造業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」と「専門職・技術職」がともに１８社

（３４．０％）で最も多くなった。 

大・中堅企業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」が７社（５３．８％）で最も多くなっ

た。一方、中小企業では、「運転手、工員、作業員などの現業職」が４３社（４７．３％）で最も多

くなった。 

（表－２６）貴社では人手不足や労働者確保の困難化に対して、何か対策を講じていますか（あては

まるもの全て回答）。 
 

人手不足や労働者確保の困難化に対して講じている対策をたずねたところ、本設問の回答企業  

１６９社中５７社（３３．７％）が「定年延長など高齢者活用」と回答し、「従業員の多能化」が     

５５社（３２．５％）で続いた。 

製造業では、「従業員の多能化」が３３社（３８．４％）で最も多く、「定年延長など高齢者活用」

が３０社（３４．９％）で続いた。非製造業では、「給与引き上げなどの待遇改善」が３０社      

（３６．１％）で最も多く、次いで「定年延長などの高齢者活用」が２７社（３２．５％）となった。 

大・中堅企業では、「定年延長など高齢者活用」と「パート・派遣社員などの増員」、「従業員の

多能化」がいずれも１１社（４２．３％）で最も多くなった。一方、中小企業では、「定年延長など

高齢者活用」が４６社（３２．２％）で最も多くなった。 

                            （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 
（注）未回答の企業があるため、本問回答社数と（表－２３）で「難しい」と回答した社数は一致しない。 

 

                            （上段：回答社数、社，下段：構成比、％） 

 
 

 

管理職 事務職 営業職
販売・サー

ビス職

運転手、工
員、作業員
などの現業

職

専門職・技
術職

経営職・社
長後継者

その他 回答社数

4 7 20 16 50 43 1 2 104
( 3.8 ) ( 6.7 ) ( 19.2 ) ( 15.4 ) ( 48.1 ) ( 41.3 ) ( 1.0 ) ( 1.9 ) (100.0 )

2 4 9 2 32 25 1 0 51
( 3.9 ) ( 7.8 ) ( 17.6 ) ( 3.9 ) ( 62.7 ) ( 49.0 ) ( 2.0 ) ( 0.0 ) (100.0 )

2 3 11 14 18 18 0 2 53
( 3.8 ) ( 5.7 ) ( 20.8 ) ( 26.4 ) ( 34.0 ) ( 34.0 ) ( 0.0 ) ( 3.8 ) (100.0 )

1 2 1 4 7 5 0 1 13
( 7.7 ) ( 15.4 ) ( 7.7 ) ( 30.8 ) ( 53.8 ) ( 38.5 ) ( 0.0 ) ( 7.7 ) (100.0 )

3 5 19 12 43 38 1 1 91
( 3.3 ) ( 5.5 ) ( 20.9 ) ( 13.2 ) ( 47.3 ) ( 41.8 ) ( 1.1 ) ( 1.1 ) (100.0 )

中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業

給与引き
上げなど
の待遇改

善

定年延長
など高齢
者活用

女性社員
の増員な
ど女性活

用

非正規社
員の正社

員化

パート・
派遣社員
などの増

員

業務の外
注拡大

従業員の
多能化

人材採用
活動の活

発化

省力化投
資

事業の選
択・集中

特に対策
は講じて
いない

その他 回答社数

50 57 26 18 39 16 55 40 16 12 33 7 169

( 29.6 ) ( 33.7 ) ( 15.4 ) ( 10.7 ) ( 23.1 ) ( 9.5 ) ( 32.5 ) ( 23.7 ) ( 9.5 ) ( 7.1 ) ( 19.5 ) ( 4.1 ) (100.0 )

20 30 14 10 19 11 33 20 12 5 16 4 86

( 23.3 ) ( 34.9 ) ( 16.3 ) ( 11.6 ) ( 22.1 ) ( 12.8 ) ( 38.4 ) ( 23.3 ) ( 14.0 ) ( 5.8 ) ( 18.6 ) ( 4.7 ) (100.0 )

30 27 12 8 20 5 22 20 4 7 17 3 83

( 36.1 ) ( 32.5 ) ( 14.5 ) ( 9.6 ) ( 24.1 ) ( 6.0 ) ( 26.5 ) ( 24.1 ) ( 4.8 ) ( 8.4 ) ( 20.5 ) ( 3.6 ) (100.0 )

7 11 6 7 11 5 11 8 6 1 1 1 26

( 26.9 ) ( 42.3 ) ( 23.1 ) ( 26.9 ) ( 42.3 ) ( 19.2 ) ( 42.3 ) ( 30.8 ) ( 23.1 ) ( 3.8 ) ( 3.8 ) ( 3.8 ) (100.0 )

43 46 20 11 28 11 44 32 10 11 32 6 143

( 30.1 ) ( 32.2 ) ( 14.0 ) ( 7.7 ) ( 19.6 ) ( 7.7 ) ( 30.8 ) ( 22.4 ) ( 7.0 ) ( 7.7 ) ( 22.4 ) ( 4.2 ) (100.0 )
中小企業

全 産 業

製 造 業

非製造業

大・中堅企業
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藤沢市景気動向調査（2017年９月調査） 

９月１５日までにご投函ください 

貴社名 

住 所 

 

TEL    （    ）     FAX    （    ） 

回答者の所属部署  

回答者名  

 

質問１）貴社の概要についておたずねします。 

資本金 万円 
（市域の）

従 業 員

                人   

（うちパート・アルバイト等    人） 

業 種 いずれか１つに○印をつけてください 

 

製造業 
1.食料品 2.家具・装備品 3.パルプ・紙・印刷 4.化学・プラスチック 5.ゴム・窯業 

6.鉄鋼 7.金属製品 8.一般機械 9.電気機械 10.輸送機械 

非製造業 
11.建設業 12.運輸業 13.卸売業 14.小売業 15.飲食店 

16.不動産業 17.サービス業    

 

質問２）下表の業況～資金繰りについて、該当する項目のそれぞれにいずれかひとつ○印をつけてください。 

※業況については、過去の平均的な状態とほぼ同じ場合は「普通」とし、それよりもよいと判断さ

れる場合は「よい」に、それよりも悪いと判断される場合は「悪い」に○印をつけてください。 

また、売上高～借入金利について、2017年4月～9月実績見込み(2016年10月～2017年3月実績と比較し

た変化)および2017年10月～2018年3月予想（2017年4月～9月実績見込みと比較した変化）のそれぞれ

にいずれかひとつ○印をつけてください。         

項   目 2017年9月末の実績見込み 2018年3月末の予想 

業 況 1.よい 2.普通 3.悪い 1.よい 2.普通 3.悪い 

製商品在庫 1.過大 2.適正 3.不足 1.過大 2.適正 3.不足 

設備の過不足 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 

雇用人員 1.過剰 2.適正 3.不足 1.過剰 2.適正 3.不足 

資金繰り 1.楽である 2.普通 3.苦しい 1.楽である 2.普通 3.苦しい 

項   目 
2017年4月～9月実績見込み 

（前期実績との比較） 

2017年10月～2018年3月予想 

（左記実績見込みと比較） 

売上高 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

受注高（製造業・建設業のみ） 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

生産高（製造業・建設業のみ） 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

販売価格 1.上昇 2.不変 3.低下 1.上昇 2.不変 3.低下 

製商品・原材料仕入価格 1.上昇 2.不変 3.低下 1.上昇 2.不変 3.低下 

所定外労働時間 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

借入金利 1.上昇 2.不変 3.低下 1.上昇 2.不変 3.低下 

○秘  



 

 

質問３）2016年度下期の売上高、経常利益、設備投資の実績はいかがですか。また、2017年度上期は前年同

期（2016年度上期）に比べいかがですか。さらには2017年度下期の予想は、前年同期（2016年度下期）

に比べ、どうなると予想しますか。いずれかひとつに○印をつけてください。 

※設備投資の目的は該当するもの全てに○印をつけてください。 

項  目 
2016年10月－2017年3月期の実績 

（前年同期との実績比較） 

2017年4月－9月期の実績見込み 

（前年同期との実績比較） 

2017年10月－2018年3月期の予想 

（前年同期との実績比較） 

売 上 高 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

経常利益 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

設備投資 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 1.増加 2.不変 3.減少 

設備投資 

の 目 的 

1.増産・拡販 2.合理化・省力化 1.増産・拡販 2.合理化・省力化 1.増産・拡販 2.合理化・省力化

3.更新・維持補修 4.研究開発 3.更新・維持補修 4.研究開発 3.更新・維持補修 4.研究開発 

5.その他（        ） 5.その他（        ） 5.その他（        ）

 

質問４）現在の経営上の問題点を３つ選んでその番号に○印をつけてください。 

1.売上不振 2.販売価格（請負価格）の低下 3.競争激化 4.人件費の増大 

5.流通経費の増大 6.原材料価格の上昇 7.金利負担の増大 8.減価償却費の増大 

9.製商品在庫の増大 10.設備能力不足 11.設備能力過大 12.従業員の確保難 

13.技術力不足 14.借り入れ難 15.取引条件の悪化（支払い遅延等） 

16.施設の狭隘・老朽化 17.後継者問題 18.環境問題 19.その他（      ）

 

質問５）最近、多くの企業で労働者の不足感（人手不足）が強まっているとの声をお聞きします。そこで、

人手不足が貴社の経営に与える影響や、貴社の労働者確保に関する状況などについておたずねします。 

(1) 貴社では、人手不足によって経営にマイナスの影響が現れていますか。あてはまるものひとつに○印をつけ

てください。 

 ① 影響が現れている ② 現在影響は現れていないが、今後現れる可能性がある 

 ③ 現在影響は現れておらず、今後も現れる可能性が小さい 

(2) 上記の質問(1)で「①影響が現れている」に○印をつけた方におたずねします。具体的には人手不足でどのよ

うな影響が現れていますか。あてはまるもの全てに○印をつけてください。（複数回答可） 

 ① 受注の見送り・販売機会の逸失 ② 業務・サービスの品質低下 

 ③ 時間外労働増などによる人件費増加 ④ 外注・派遣社員増などによるコスト増加 

 ⑤ 人材育成の困難化 ⑥ その他（                  ）

(3) 全ての方におたずねします。現在、貴社では労働者の確保が難しいとお感じですか。あてはまるものひとつ

に○印をつけてください。 

 ① 難しい ② それほど難しくない ③ 難しくない 

(4) 上記の質問(3)で「①難しい」に○印をつけた方におたずねします。確保が難しくなっているのは、どんな雇

用形態、職種の労働者ですか。あてはまるもの全てに○印をつけてください。（複数回答可） 

 [雇用形態別] 

 ① 正社員（30歳代半ば位までの若手社員） ② 正社員（30歳代半ばから40歳代位の中堅社員） 

 ③ 正社員（50歳代位以上の中高年世代社員） ④ パート社員 ⑤ アルバイト社員 

 ⑥ 派遣社員 ⑦ 新卒社員 ⑧ その他（                  ）

 [職種別] 

 ⑨ 管理職 ⑩ 事務職 ⑪ 営業職 ⑫ 販売・サービス職 

 ⑬ 運転手、工員、作業員などの現業職 ⑭ (特殊なスキルを持った)専門職・技術職 

 ⑮ 経営職・社長後継者 ⑯ その他（                  ）

(5) 全ての方におたずねします。 人手不足や労働者確保の困難化に対して、貴社では何か対策を講じていますか。

あてはまるもの全てに○印をつけてください。（複数回答可） 

 ① 給与引き上げなどの待遇改善 ② 定年延長など高齢者活用 ③ 女性社員の増員など女性活用 

 ④ 非正規社員の正社員化 ⑤ パート・派遣社員などの増員 ⑥ 業務の外注拡大 

 ⑦ 従業員の多能化 ⑧ 人材採用活動の活発化 ⑨ 省力化投資 

 ⑩ 事業の選択・集中 ⑪ 特に対策は講じていない ⑫ その他（         ）

 ご協力ありがとうございました。 （委託者）藤沢市役所 （実施機関）（公財）湘南産業振興財団



 

 

 

 

あとがき 

 

皆様のご協力により、第７３回藤沢市景気動向調査報告書を発行することができました。ここ

にご回答いただきました関係者の方々に感謝申し上げます。 

 

 

 今後とも本調査をより有意義なものとすべく一層努力して参る所存でございますので、 

引き続きご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
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